
○大府市農業推進施設等立地奨励金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、ウェルネスバレー基本計画に定める健康交流ゾーンにおける農用地

等の有効利用を通じた農業及び観光の活性化を目的に、当該ゾーンで長期間の利用権等

の設定を行い、観光に資する農業施設等の整備及び運営を行う認定農業者等及び土地の

所有者に対し、予算の範囲内において交付する大府市農業推進施設等立地奨励金（以下

「奨励金」という。）に関し、大府市補助金等交付規則（昭和４６年大府市規則第７号）

に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

⑴ 利用権等 農地中間管理事業の推進に関する法律（平成２５年法律第１０１号）第

２条第５項の規定による中間管理権又は第３条第１項第２号の事業を行うことを目

的とする土地の賃借権をいう。 

⑵ 借受人 利用権等の設定を受けた者をいう。 

⑶ 貸付人 利用権等の設定を行った土地所有者をいう。 

⑷ 農用地等 農業振興地域の整備に関する法律（昭和４４年法律第５８号）第３条の

農用地等をいう。 

⑸ 観光農園 観光客等の第三者を対象に、自ら生産した農産物の収穫等の一部の農作

業を体験させ、又はほ場を鑑賞させて料金を得る事業をいう。 

⑹ 農産物加工所 農業振興地域の整備に関する法律施行規則（昭和４４年農林省令第

４５号。以下「規則」という。）第１条第３号イに掲げる施設のうち、第三者に体験

させ、又は鑑賞させて料金を得るものをいう。 

⑺ 農産物直売所 規則第１条第３号ロに掲げる施設をいう。 

⑻ 農家レストラン 規則第１条第３号ハに掲げる施設をいう。 

（交付要件） 

第３条 奨励金は、次の各号のいずれにも該当する事業（以下「対象事業」という。）を

行うための２０年以上の利用権等の設定に対して交付するものとする。 

⑴ ウェルネスバレー基本計画に定める健康交流ゾーンに位置付けられた農業振興地

域内の農用地等で実施する事業であること。 

⑵ 次のアからオまでのいずれかに該当する事業であること。 

ア 観光農園（果樹棚、温室等の構築物を必要とするもの又はイ、ウ若しくはエと密

接に関連するものに限る。） 

イ 農産物加工所 

ウ 農産物直売所 

エ 農家レストラン 

オ アからエまでに掲げる施設に付随して設置される休憩所、駐車場及び便所 

⑶ 一団で２０アール以上の農用地等で実施する事業であること。 



２ 奨励金は、５年ごとに交付するものとし、初回の奨励金は、対象事業に係る施設等の

整備の着手後に、２回目以降の奨励金は、利用権等の設定期間（以下単に「設定期間」

という。）の初日から５年を経過するごとに交付する。 

３ ２回目の奨励金は、設定期間の初日から５年を経過する日までに、対象事業に係る施

設等の営業が開始され、同日まで営業が継続している場合に交付する。 

４ ３回目以降の奨励金は、前回の奨励金の交付以後、対象事業に係る施設等の営業が継

続している場合に交付する。 

（交付対象者） 

第４条 奨励金の交付の対象となる者（以下「交付対象者」という。）は、次の各号のいず

れにも該当する者とする。 

⑴ 次のいずれかに該当する者であること。 

ア 認定新規就農者（農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号。以下「促

進法」という。）第１４条の４第１項の規定による青年等就農計画の認定を受けた

者をいう。） 

イ 認定農業者（促進法第１２条第１項の規定による農業経営改善計画の認定を受け

た者をいう。ただし、個人の場合は、第６条の規定により事業計画の認定を受ける

時点で４９歳以下とする。） 

ウ 農業法人（直近の３年間において、安定して農業経営を行っていることが確認で

きること若しくはイに規定する農業経営改善計画に準じた計画を作成しているこ

と。） 

エ 第３条に規定する事業を実施する農用地等の所有者（所有者の委任を受けた世帯

主を含む。） 

⑵ 対象事業に係る利用権等の設定において、この奨励金の交付を受けていないこと。 

⑶ 市税を滞納していないこと。 

⑷ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）に規定

する暴力団員でない者又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有しない者であ

ること。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合は、奨励金を交付しな

い。 

⑴ 同一世帯員又は２親等以内の親族のみを構成員とする法人と当該構成員（当該構成

員の配偶者、同一世帯員及び２親等以内の親族を含む。）との間で利用権等を設定し

た場合 

⑵ 法人と当該法人の事業に常時従事し、又は理事、業務執行権を有する社員若しくは

取締役の職務を行う者（当該者の配偶者、同一世帯員及び２親等以内の親族を含む。）

との間で利用権等を設定した場合 

⑶ 配偶者、同一世帯員若しくは２親等以内の親族に対して利用権等を設定した場合 

 （奨励金の額） 

第５条 奨励金は、設定期間２０年につき、利用権等を設定した土地の面積１０アール当

たり５０万円とする。 

２ 奨励金の総額は、次に掲げる算式により算出された額とする。 



５０万円×（利用権等を設定した土地の面積／１０アール）×（設定期間／２０年） 

３ 奨励金は、５年ごとに、第１号に掲げる算式により算出された額を交付する。ただし、

設定期間の残り年数が５年未満の場合は、第２号に掲げる算式により算出された額を交

付する。 

⑴ １２万５千円×（利用権等を設定した土地の面積／１０アール） 

⑵ ２万５千円×（利用権等を設定した土地の面積／１０アール）×残り年数 

４ 交付対象者のうち借受人に対する２回目以降の奨励金に係る前項の規定の適用につい

ては、同項の規定中「利用権等を設定した土地の面積」とあるのは「利用権等を設定し

た土地のうち対象事業を実施している土地の面積」とする。 

（事業計画の認定申請及び決定） 

第６条 奨励金の交付を受けようとする者は、大府市農業推進施設等立地奨励金事業計画

認定申請書（第１号様式）に、次に掲げる書類を添えて、設定期間の初日の前日までに

市長に提出し、事業計画の認定を受けなければならない。 

 ⑴ 事業計画書 

 ⑵ 収支計画 

 ⑶ 現地写真 

 ⑷ 農用地利用集積計画書の写し 

 ⑸ 位置図、計画図、平面図等 

 ⑹ 定款又はこれに準ずるもの（法人の場合のみ） 

 ⑺ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項の規定による申請があった場合は、その計画の内容を審査し、適当と認

めたときは、大府市農業推進施設等立地奨励金事業計画（認定・変更認定）通知書（第

２号様式）により、適当でないと認めたときは大府市農業推進施設等立地奨励金事業計

画（不認定・取消）通知書（第３号様式）により、当該申請をした者に通知するものと

する。 

３ 第１項の規定により提出する事業計画は、１年以内に施設等の整備に着手するものと

し、整備しようとする施設等が複数あるときは、５年以内に全ての施設等の整備に着手

するものでなければならない。 

（認定事業計画の変更等） 

第７条 前条第２項の規定により認定を受けた者（以下「認定事業者」という。）は、認定

を受けた事業計画（以下「認定事業計画」という。）の内容を変更し、中止し、又は廃止

しようとするときは、速やかに、大府市農業推進施設等立地奨励金事業計画（変更・中

止・廃止）認定申請書（第４号様式）を市長に提出し、その認定を受けなければならな

い。ただし、軽微な変更であって、かつ、奨励金の額の変更を伴わないものについては、

この限りでない。 

２ 市長は、前項の規定による申請があった場合は、その内容を審査し、前条第２項の例

により、認定事業者に通知するものとする。 

 （認定事業計画の取消し） 

第８条 市長は、認定事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、当該認定

を取り消し、大府市農業推進施設等立地奨励金事業計画（不認定・取消）通知書により、



当該認定事業者に通知するものとする。 

⑴ 認定事業計画（前条第１項の規定により変更の認定を受けたものを含む。）の内容に

著しい変更があったとき。 

⑵ 当該認定後、１年以内に事業に着手しなかったとき。 

⑶ 認定事業計画に係る施設等の操業を開始した日から事業計画の期間内に当該施設

等の操業を休止し、若しくは廃止し、又は当該施設等の規模を著しく縮小したとき。 

⑷ 認定事業者が第４条に規定する交付対象者の要件に該当しなくなったとき。 

⑸ 虚偽その他不正な手段により、事業計画の認定を受けたことが明らかになったとき。 

 ⑹ 市との信頼関係が著しく損なわれ、又は社会的に非難されるべき行為を行ったとき。 

⑺ 前各号に定めるもののほか、市長が不適当であると認めたとき。 

（施設等整備の届出） 

第９条 認定事業者のうち借受人は、認定事業計画に係る施設等の整備に着手し、又は完

了したときは、速やかに、施設等の整備（着手・完了）届（第５号様式）を市長に提出

しなければならない。 

（初回の交付申請及び交付決定） 

第１０条 初回分の奨励金の交付を受けようとする認定事業者は、前条の規定により施設

等の整備着手届を提出した日から起算して３０日を経過した日又は当該施設等の整備

に着手した年度の３月３１日のいずれか早い日までに、大府市農業推進施設等立地奨励

金交付申請書（第６号様式）を市長に提出しなければならない。この場合において、借

受人の認定事業者は、次に掲げる書類を添えて、当該申請書を提出しなければならない。 

 ⑴ 施設等の整備に係る契約書、請求書その他の当該整備事業に係る事業費が確認でき

る書類 

 ⑵ 整備着手後の施設の外観及び内観の写真 

 ⑶ 金融機関に提出した融資計画書及び金融機関からの融資決定通知書の写し 

 ⑷ 農用地利用集積等促進計画書の写し 

２ 市長は、前項の規定による交付申請があったときは、当該申請に係る書類等を審査し、

奨励金の交付を適当と認めたときは、奨励金の交付を決定し、交付申請をした者に対し

て大府市農業推進施設等立地奨励金交付決定通知書（第７号様式）により通知するもの

とする。 

（実績報告） 

第１１条 認定事業者のうち借受人は、事業における施設等の整備が完了したときは、当

該施設等の整備が完了した日から起算して３０日を経過した日又は当該施設等の整備

が完了した年度の３月３１日のいずれか早い日までに、大府市農業推進施設等立地奨励

金実績報告書（第８号様式）を市長に提出しなければならない。 

 （初回の奨励金の額の決定） 

第１２条 市長は、前条の規定による報告を受けたときは、速やかに、その内容を審査し、

適当であると認めたときは、交付すべき奨励金の額を決定し、認定事業者に通知するも

のとする。 

 （施設等営業の届出） 

第１３条 認定事業者のうち借受人は、認定事業計画に係る施設等の営業を開始し、休止



し、又は廃止したときは、速やかに、施設等の営業（開始・休止・廃止）届（第９号様

式）を市長に提出しなければならない。 

 （２回目以降の交付申請及び交付決定） 

第１４条 ２回目以降の奨励金の交付を受けようとする認定事業者は、設定期間の初日か

ら起算して５年を経過するごとに当該５年を経過した日から３０日以内又は３月３１

日のいずれか早い日までに、大府市農業推進施設等立地奨励金交付申請書兼実績報告書

（第１０号様式）を市長に提出しなければならない。この場合において、借受人の認定

事業者は、次に掲げる書類を添えて、当該申請書を提出しなければならない。 

 ⑴ 農用地利用集積計画書又は農用地利用集積等促進計画書の写し 

 ⑵ 認定事業計画に係る事業の事業状況報告書 

２ 市長は、前項の規定による申請を受けたときは、当該申請に係る書類等を審査し、奨

励金の交付を適当と認めたときは、奨励金の交付を決定し、交付申請をした者に対して

大府市農業推進施設等立地奨励金交付決定通知書により通知するものとする。 

（奨励金の請求） 

第１５条 第１２条又は前条第２項の規定による通知を受けた認定事業者は、大府市農業

推進施設等立地奨励金請求書（第１１号様式）により、市長に奨励金を請求するものと

する。 

（奨励金の交付） 

第１６条 市長は、前条の規定により奨励金の請求があったときは、速やかに奨励金を交

付するものとする。 

（状況報告及び立入検査等） 

第１７条 市長は、対象事業の適正な執行を図るため必要があると認めるときは、交付対

象者等に対して当該対象事業の遂行の状況に関し、必要な指示を出し、報告を求め、又

は検査をすることができる。 

（交付決定の取消し） 

第１８条 市長は、交付対象者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、当該交

付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

 ⑴ 当該事業地の利用権等を期間の途中で解約したとき。 

⑵ 虚偽その他不正な手段により、奨励金の交付の決定を受けたとき。 

⑶ 事業の実施が、認定事業計画と乖離していると認められたとき。 

⑷ 前各号に掲げる場合のほか、この要綱の規定に違反したとき。 

２ 市長は、前項の規定による取消しの決定を行ったときは、その旨を交付対象者に対し

て大府市農業推進施設等立地奨励金交付決定取消通知書（第１２号様式）により通知す

るものとする。 

（奨励金の返還） 

第１９条 市長は、奨励金の交付の決定を取り消した場合又は計画変更により、当該事業

の奨励金の額が減額となった場合において、既に奨励金が交付されているとき、又は認

定事業者に交付すべき奨励金の額を確定した場合において既にその額を超える奨励金

が交付されているときは、認定事業者に対し、期限を定めて、その返還を命ずるものと

する。 



２ 市長は、前項の規定により返還させる奨励金を、次に交付する奨励金から相殺させる

ことができる。 

３ 市長は、第１項の返還の命令に係る奨励金の交付の決定の取消しが前条第１項第３号

の規定によるものである場合において、やむを得ない事情があると認めるときは、当該

認定事業者の申請により、返還の期限を延長し、又は返還の命令の全部若しくは一部を

取り消すことができる。 

４ 認定事業者は、前項の規定による申請をしようとするときは、申請の内容を記載した

書面に、当該事業の交付の目的を達成するためにとった措置及び当該奨励金の返還を困

難とする理由その他参考となるべき事項を記載した書類を添えて、市長に提出しなけれ

ばならない。 

（権利の譲渡等の禁止） 

第２０条 認定事業者は、奨励金の交付を受ける権利を譲渡し、又は担保に供してはなら

ない。 

（地位の承継） 

第２１条 前条の規定にかかわらず、交付対象者に相続、譲渡、合併、分割等による変更

が生じたときは、当該事業計画が継続して行われる場合に限り、当該対象事業を承継す

る者は、市長の承認を受け、当該認定事業者の地位を承継することができる。 

２ 前項の規定により、認定事業者の地位を承継しようとする者は、速やかに、大府市農

業推進施設等立地奨励金承継承認申請書（第１３号様式）を市長に提出しなければなら

ない。 

３ 市長は、前項の規定による申請があった場合は、その内容を審査し、適当と認めたと

きは、大府市農業推進施設等立地奨励金承継承認決定通知書（第１４号様式）により、

当該地位を承継しようとする者に通知するものとする。 

（証拠書類の保存） 

第２２条 認定事業者は、奨励金の交付に係る帳簿その他の証拠書類を整理するとともに、

認定事業計画の期間内は保存しなければならない。 

（委任） 

第２３条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、市長が別

に定める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和４年６月３日から施行する。 

（要綱の失効） 

２ この要綱は、令和１０年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、同日以前に第６

条第２項の規定により事業計画の認定を受けた認定事業者に係る奨励金については、こ

の要綱の失効後も、なお従前の例による。 

附 則 

この要綱は、令和５年７月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 


